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Ⅰ．はじめに
　本研究の目的は，北上山地南部の中山間地域に
位置する岩手県住田町を対象として，人口・産業
の縮小動向を集落別に分析するとともに，高齢化
の進行が顕著な気仙川上流の3集落をとりあげて，
各世帯の世帯主世代の就業変遷と後継ぎ世代の他
出動向から近未来の世帯維持の可能性を確認し，
集落存続の条件を考察することである。
　東北地方の中山間地域では，1985年の円高以後，
地域経済を支えてきた農畜産業が衰退傾向をたど
り，農家の兼業機会であった進出工場の撤退と公
共土木工事の減少，95年以降は米価の値下がりも
加わって，人口流出と少子高齢化が特に2000年代
以降，急速に進んだ。以下の分析で示すように住
田町はその進行が最も急だった地域の1つである。
同町は独自の農林業政策で良く知られた存在で
あったが，本研究ではまずこの地域が直面してき
た産業空洞化の厳しい状況と，その担い手であっ
た現高齢世帯主世代の就業変遷を確認したい。
　また，地域産業の不振下における人口流出は，
第一に就業基盤を失った故郷から就業の場を求め
て都市部に向かう生産年齢人口の流出で，それが
少子化と高齢化の同時進行を結果する。特に人口
の自然減時代に移行した東北地方の中山間地域で
は，もともと脆弱な自家農業と組み合わされてき
た兼業機会が縮小して，既に常態化している次三
男・女子層の就職転出だけでなく，長男層の就業
確保も困難になっている状況にある。その結果，
引退年齢になって年金生活に入った高齢世帯主と
さらに高齢のその親だけの「非就業者世帯」の集
落が増えているとみられる。本研究ではそうした
中山間地域としての住田町の状況も，統計的に確
かめたい。
　こうした状況下における世帯と集落の維持の可
能性は，他出した後継者世代が引退年齢に達した
時に帰郷を選択するかどうかによるといえるが，
そうした他出後継者の状況もあわせて把握した
い。後継者世代の帰郷の判断条件となるのは，他
出先の都市部では持ちえない敷地，農地，山林な
どの生家の資産と自然の恵みであろう。地方中山
間地域の就業機会の回復が容易でない現段階おい
て，故郷の生家と集落の存続は，引退年齢となる
都市部の他出子の帰郷にかかっているといえる。
本研究では，明らかになった諸事実をふまえて，
最後にこの点についての考察を加えたい。
　山間地域の世帯や集落の維持条件についての論
考は数多い★1。本研究と同じ北上山地においては，
安食（1993）が岩泉町の4集落の世帯を対象にし
た調査を行い，土地所有と集落内の仲間意識を軸
とした定住条件を示している。その研究・考察の
手順は本研究で参考にしているが，この事例に比
べると住田町の人口急減集落では，農地・山林と
も零細な上に，従来の基幹的営農部門を失い，兼
業雇用機会も縮小した現状にあり，経済的に自立
し得る世帯の維持は難しい状況にある。この点は，
安食（1993）の調査の1985年と本研究の2009年に
おける中山間地域のおかれた社会状況の違いもあ
るといえるかもしれない。
　以下，Ⅱ章では住田町の人口と産業の動向を統
計的に検討して研究対象とすべき人口急減・高齢
化集落を抽出し，Ⅲ章ではその対象集落の基本情
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報を整理して特徴を確認する。そしてⅣ章では，
訪問ヒアリングから把握し得た世帯の生業基盤と
家族の就業動向を把握する。最後に（Ⅴ章）後継
者の帰郷可能性をふまえた集落維持の条件につい
て考察する
Ⅱ．住田町の地域性の概況と対象地の選定
　１．概況
　1）立地
　住田町は1955年に世田米，上有住，下有住の3
町村が合併して誕生した岩手県南の内陸自治体
で，「住田」はその合成地名である。町域は気仙
川の上流域を占め，狭長な谷底に沿って沿岸部と
内陸部を結ぶ街道が走り，それに沿う標高80 ～
300ほどの標高に集落が立地する（図１）。四方は
山に囲まれていて，林野率は89.7％（2010農林業
センサス）である。
　主な交通路は，大船渡と水沢をつなぐ盛街道
（国道107号，397号）と，陸前高田と遠野を結ぶ
世田米街道・高田街道（国道340号），そして町域
北東端にJR釜石線の上有住駅がある。1992年10
月，遠野につながる国道340号の難所だった赤羽
根峠に1,998mのトンネルが完成し，つづら折り
の狭い道路も拡幅・直線化された。さらに2008年
には遠野・釜石間に前年開通した高速規格の「仙
人峠道路」の上有住駅至近の位置にICが開設さ
れて，両市へのアクセスは格段に改善した。
　こうした状況から，住田町の交通条件は，全般
的には国土幹線の東北自動車道からは遠く離れ，
鉄道駅とICは町域北東端に偏して決して良いと
はいえないが，一方で，町内の位置にもよるが，
遠野，釜石，大船渡，陸前高田いずれの市にも数
10分でマイカー通勤できる立地となっている。
　住田町の通勤通学先を確認しておくと，最も関
係が深いのは大船渡市となっている（表１）。こ
れは，大船渡の冬季の峠交通の容易さと就業・通
学の場の多さを反映している。
　2）人口
　人口，世帯数，高齢化の推移は，東北地方の中
山間地域の他自治体と同様の趨勢にある。すなわ
ち，人口は高度経済成長期以降，減少の一途をた
どり，80年代に小康状態となったものの，2000
図１　住田町の概要
Kashmir3D･20万分の1地勢図画像（背景），2010国勢調査小地域の境界線（赤細線），2010農業集落カード旧村境（黒線），
国土数値情報の行政境界（赤太線）を地図太郎により重ね合わせ
表１　漁港とその港勢（2007漁港港勢調査）
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年代から減少率が再び高まって2005 ～ 10年には
9.6％という大幅減少となった（表２）。なんとか
維持されてきた世帯数も，2010年には大きく減少
した。
　これはいうまでもなく人口の社会減少に加えて
自然減が大幅となってきたこと（表３）に起因す
る。出生数の減少と人口の社会減少は高齢人口率
を上昇させる。住田町の高齢人口率は既に90年代
から急速に上昇してきた（表２）。
　こうした趨勢は年齢構成にもそのまま反映し，
2000年と2010年で比べると（図２），子育てを担
う35歳から54歳世代とその子供たちの5 ～ 19歳世
代ではコホートの移行を上回る大幅な減少とな
り，増えたのは75歳以上の高齢世代のみであった。
岡橋(1986)の山村類型によれば，住田町の付近は
「老人社会化」★2の程度が低くて雇用機会や所得
水準の面で平均的な「東北型」に分類される地域
とされていた。それから四半世紀が過ぎた今，住
田町の少子高齢化，岡橋のいう「老人社会化」が
着実に進行してきた。
　3）農業
　住田町は農林業の振興に力を注いできており，
その方式は「住田型農業」，「住田型林業」として
全国に知られてきた★3。「住田型農業」とは，高
度経済成長期の木炭価格暴落や都市産業との所得
格差の拡大に直面して苦境に陥る中山間地農業の
将来を検討する中で，町，農協，改良普及所が一
体となって構築してきた高収益複合農業のことで
ある（大田原, 1977）。具体的には，「複合と集約」
のスローガンのもと，水稲に加えてブロイラー，
養豚，乳牛，肉牛，タバコ，イチゴなどの園芸作
物等を農家に営農類型を設定して組み合わせるも
ので，この方針のもとに各種制度資金を導入して，
農業の生産性向上を追求してきた。この「住田型
農業」が始まったのは1971年であり，それは2010
年を目標年度とする「第5次新住田型農業振興ビ
ジョン」（2007.3）に継承されている。
　しかし厳しい価格競争の中で★4，生産は縮小を
余儀なくされてきた（表４）。町の農業産出総額
がピークだった1985年と2007年を比べると，水
稲，野菜，その他の作物（多くはタバコ），酪農
は半減以下，肉牛がほぼ半減となり，産出額を維
表１　従業地別就業者数と通学地別通学者数（2010）
国勢調査（2010）により作成。
表２　住田町の人口と世帯数の推移
表３　住田町の人口動態
図２　年齢5歳階級別人口の変化
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持し得ているのは養豚とブロイラーだけとなって
いる。農業センサスの「農産物を販売した農家
数」も1980年の913から2010年には316へと3分の
1になった。担い手の高齢化も顕著で，65歳以上
農業従事者率（2010）は県平均の38.4％に対して
46.8％となっている。
　この間の変化を，主な営農タイプを表す農業セ
ンサスの経営組織別農家数からみると（表５），
住田型農業を支えてきた工芸作物と畜産の農家数
は1980年と比べて見る影もないような激減となっ
た。
　4）林業・林産
　住田町では，1978年に町内の林業関係者で林業
振興協議会を組織して住田町林業振興計画を策定
し，拡大造林の推進，木材の生産から流通・加工，
住宅の生産販売に至る地域内連関体制を構築して
きた。特に，地場産材を利用した産直住宅供給の
先がけである第三セクター会社「住田住宅」を
1982年に設立し，以後プレカット工場，集成材工
場，ラミナ製材工場の各事業体を設立して木工団
地を形成するとともに，240名余りの雇用を生ん
でいる（表６）。
　このような域内連携による林業・林産システム
は，木材価格の低迷で苦境にあえぐ全国の林業関
係者から「住田型林業」として注目されてきた。
さらに2004年には，地元森林組合と林産関係者が，
環境に配慮した森林管理・利用の国際認証である
FSC認証を取得して，地場産材と住田住宅のブラ
ンド化を推進してきている。
　しかしながら，それが住田町の林業生産を浮揚
させているかというと必ずしもそうではなく，国
産材のコスト高という構造問題の中で生産額の長
期低落傾向を免れなかった（図３）。ただ，1980
年の164人から2000年に84人と半減した林業就業
人口（国勢調査）は2010年には89人とやや持ち直
し，この間の生産額も上向きになっている点をむ
しろ評価すべきなのかもしれない。
　5）事業所
　この点は事業所･企業統計による産業別従事者
数の増減状況にも表れている（表７）。すなわち，
表４　住田町の農業産出額の推移
表５　経営組織別農家数の変化
表６　住田町の地場産材加工関連工場
図３　住田町の林業純生産額の推移
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2000年代以降の大幅な従事者数の減少の中で，林
業事業所や木材・木工関連の製造業の従事者数は
逆に増加している。林産4事業体の雇用数は町の
製造業雇用の37％，製造品出荷額（2010）に対し
ては58％を占める計算となり，町の経済にとって
ますます大きな地位を占めるにいたっている。地
場産材加工事業の関連雇用の創出効果はそれ自体
興味深いテーマであるが，ここでは指摘だけにと
どめたい。
　表７が示す住田町の就業機会の状況としては，
やはり2000年代の大幅な減少に表れた厳しい産業
空洞化の進行を再確認せざるを得ない。特に，農
家兼業や多就業化の主な受け皿となってきた建
設，製造，運輸業，商業・サービス業の就業者の
急減には目を見張る。章の冒頭でのべた道路交通
の改善も，産業空洞化の防止には無力であったこ
とになる★5。
　5）小括
　こうした状況について，町の産業担当係のヒア
リングで次のような認識が聞かれた。
　「住田町は交通不便のため他地域との交流が少
なく，産業構造が変化しにくいところだと言われ
てきた。主産業の第一次産業は『住田型農業』と
しての自負があり，変化を拒んできた。そのため
土地への愛着や自治への思いは強いが，「将来の
ためにこうする」，「次世代にはこのようにつな
ぐ」といった考えを持っている人が少ないように
思われる。小売・サービス業には町外の人が経営
しているケースも多く，町内の人が経営する店
は，自分の世代でやめるつもりでいるのが大半で
ある。2007年に峠越え道路の改良工事が完成して
からは，遠野への買い物流出が一挙に進んだ。」
　すなわち，中山間地としての地域性を逆手に
とって「住田型」と賞賛された農林業のモデルを
構築してきた時代を経て，木工業では地域産業と
しての地位を確立しているものの，農畜産業と林
業の就業者は減少を余議なくされてきた。木工団
地以外の工業も，抗しがたい産業環境の変化の中
で縮小し，商業もまた隣接小都市の商圏競合の中
で機能を縮小してきた。こうした経済基盤の縮小
は，生産年齢人口の流出と高齢人口の残存という
形で，地域の少子高齢化の加速要因となってきた
といえる。さらに表７に表れた商業・サービス業
や公務の減少は，地域アメニティーと「暮らしや
すさ」の減衰という状況をも読みとらざるを得な
い。
　２．高齢化の地域性と対象地区の選定
　1）国調小地域統計による高齢化状況の検討
　本節では住田町内の高齢化の地域性を確認し，
実地調査の対象地区選定につなげたい。国勢調査
（2000，2010）の小地域統計の項目のうち，高齢
化と世帯維持の状況に関連する4つの指標，すな
わち人口変化率，世帯数変化率，65歳以上人口率，
非就業者世帯率を算出して分布図化した。
　まず，人口増減率（図４）をみると，大半の
小地域で減少を呈する中で，世田米西部と中心
部，上有住の北部に特に大幅に減少した地区がみ
られる。このうち世田米の西部地域では，この
間，津付ダムの建設計画に伴う移転があり，町役
場でのヒアリングでは，西端の子飼沢の9世帯が
移転した★6。人口増加した小地域は，いずれも世
田米の川向（354→445），金成（21→24），上日向
（94→99），中村（46→48），中上（231→239）で
あった。川向では気仙大工の様式を活かした町営
表７　事業所統計による事業所数の推移
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住宅が建設されて，子飼沢からの移出者をはじめ
とする世帯増があった。中上にも町営住宅があっ
て転入がみられた。
　世帯数（図５）についても，全般に減少する中
で顕著な増加を示す地区は，町統計課によれば，
①町営住宅の建設（川向や中上など），②外国人
研修生の受け入れ（町北部・上有住字山脈地にあ
る縫製工場），③自然増による世帯分離という3
ケースによるとのことであった。
　次に65歳以上人口率の分布をみると（図６），
2000年時点では，役場所在地の世田米中心部から
北の遠野に至る国道340号（世田米街道）沿いに
低率地区が連なる一方，この南北軸から離れた町
域西方の国道397号（盛街道）沿いの峡谷部と，
東方の気仙川最上流部の谷に高率の地区が集まっ
ていた。2010年になると（図７），南北軸の地区
を含めて全域的に数値が高まり，西部の峡谷地域
と気仙川上流部の高齢化も一層進行した。
　非就業者世帯率をとりあげたのは，この数値の
2000 ～ 2010年の間の想像を越えた増加を見出し
図４　人口増減率（2000 ～ 2010）
図５　世帯増減率（2000 ～ 2010）
図６　65歳以上人口率（2000）
図７　同上（2010）
図８　非就業者世帯率（2000）
図９　同上（2010）
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たためで（表８），それは年金依存と自家消費農
業という高齢社会の 一側面を示すと考えるため
である。
　非就業者世帯とは「就業した親族世帯員」のい
ない世帯であり，その増加とはすなわち，一次産
業以外に従事していた就業者と自家農林業従事者
の加齢によるリタイアの増加を合わせたものとみ
られる。
　その分布をみると（図８・９），町の中心地区，
西部地区，上有住の各地区で数値を大幅上昇させ
る小地域が目立っている。一方，下有住地区で
は上昇率の低い小地域が多く，これは表８にも
表れている。参考までに2010年農業センサスで
販売農家率をみても下有住（75.0％）は，世田米
（46.8％），上有住（60.7％）よりも高い。この点
について町役場職員を退職した上有住在住の知人
に問い合わせたところ，下有住には，①もともと
勤め人が少なく高齢化による退職の影響をうけに
くい，②高齢でも建設業，大工，鉄筋加工を継続
している人が多い，③販売農家が多いといっても
自給的農家と大差ない，という説得的と思える証
言が得られた。
　3）対象地区の選定
　以上の分析をふまえて，研究対象とすべき高齢
化集落を選ぶため，2010年国勢調査で65歳以上人
口率50％以上の小地域について，集落の存続可能
性に関連しそうな指標を整理したのが表９である。
　既に図７でみた通り，これらの小地域の多くは
世田米の西部地区と中心部，上有住の東部に集ま
るが，世田米の西部（里古屋，中井，下大股）は
既述のようにダム移転に伴うものである。世田米
中心部のうち赤畑には特養老人ホームがあり，そ
の他は中心集落周辺部の10戸前後の小集落が多
い。
　こうしたことから，本研究では，上有住地区の
気仙川上流部のＵ，Ｓ，Ｎの3つの小地域をとり
あげることにしたい。図１中ではこれらは，上有
住地区の気仙川の下流側から上流側へＵ，Ｓ，Ｎ
の順で位置している。各小地域とも地形図でみる
と集落とも一致するので，以下「集落」と呼ぶ。
Ⅲ．調査集落の概況
　調査対象3集落の概況を，地形図， 2010国勢調
査小地域統計，2010農業集落カード，現地での予
備ヒアリングによって確認しておきたい。
　１．Ｕ集落
　Ｕ集落は，町中心部から約10kmの気仙川谷底
平野の北縁にあり（図10），標高は160mほどであ
る。すぐ西側は旧下有住村の中心集落に隣接す
る。集落の南側に広がる平坦地は南北500mほど
しかないが，住田町では最もよくまとまった農地
となっている。農業センサスの農業集落としては，
東隣りの根岸，中井，二反田，葉山をあわせた「両
向中」に属する。
　まず，国勢調査小地域統計によって1995 ～
2010年の世帯と人口の変化をみると（表10），
2005年まで世帯数8で人口は20人前後であったが，
2010年では6世帯13人に減少した★7。
　また2010年には4人以上世帯がなくなり，「夫婦
と子供」世帯も1世帯しかなく，すべての世帯が
表８　非就業者世帯の変化
表９　高齢化率の高い小地域（2010）
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高齢者世帯となっている。さらに2010年には農林
業世帯が0となり，非就業者世帯が過半を占める
に至り，人口構成をみても75際以上の後期高齢者
が過半となり，農業就業者が0となった。すなわ
ち1995年以降，世帯主層の加齢の進行の中で後継
者世代は流出し，家業自体が成り立っていない状
況にあると把握される。
　農業集落カード（表11）の「両向中」を一瞥
しておくと，2010年の農家数は34で，国調2010小
地域の該当範囲の世帯数48の7割にあたり，1995
年の農家数からは2戸の減少にとどまっている。
町内に3つある10ha以上の経営体の1つがあり，
養鶏業も1戸ある。「販売あり」農家数は34戸中22
戸にすぎず，うち稲作単一経営が16戸，同準単一
経営が4戸で，80年代まで重きをなしたタバコは
見る影もない。ただし，こうした営農状況は，農
林業就業者世帯が皆無の宇南田を除いた根岸，中
井，二反田，葉山の各集落に該当するとみられる。
　上有住公民館長のTさんによれば，Ｕ集落付近
は日当たりが良くてコメの単位収量が町内で最も
多い場所であり，以前はタバコ，イチゴ，キュウ
リの栽培も行われていた。稲作の受託会社「ピア
ファーム」がTさんの兄によって設立されて（2005
年頃），社員10人で地区内の稲作作業の受託と，
表10　3集落（国調小地域）の世帯･人口特性
表11　経営組織別農家数（2010）
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病害虫の発生や農地の荒れ地化を防ぐ役割を担っ
ており，地区内の農家は同社に支えられて離農が
防がれ，後継者も比較的多く農業に従事している
という。
　２．Ｓ集落
　Ｓ集落（図11）は気仙川南側にある27戸の集
落で，標高230ｍほどの段丘面上には水田，背後
の山は植林地となっている。農業センサス農業集
落としては，隣りの2集落とともに「甲子下」に
含まれる。
　世帯・人口の推移をみると（表10），2005年ま
で14世帯40人前後であったが，2010年では世帯は
1減にとどまったが，人口は27人に急減少した。
またここでも4人以上世帯が0となった。「夫婦と
子供」世帯も2に減った。他方で95年には最多だっ
た農林・非農林混合世帯が2010年には1に減って，
非就業者世帯が0から7に急増した。これらは子供
世代の他出を示すとみられる。
　年齢別人口では，15際未満は長らく0で，高齢
化の進展は2010年には75歳以上が圧倒多数を占め
る状況に至っている。産業別就業人口では，農業
の急減と連動するように，兼業機会であったはず
の建設・製造業も急減している。
　農業センサスの農業集落「甲子下」の数値をみ
ると，2010年の農家数は35で，これは2010国調の
該当3小地域の世帯数37の大半を占める。1995年
からの減少は2戸にとどまるが，「販売あり」はわ
ずか13戸で，うち12戸が稲作単一経営農家となっ
ている（表11）。経営耕地面積は0.3 ～ 0.5haに9戸，
0.5 ～ 1.0haに18戸が集まり，最上層でも1 ～ 2ha
の3戸と，零細性が際立つ。
　地区の元行政連絡員であるSさんによれば，地
域の自治活動で重要な役割を担っているのは「農
林振興会」で，いっしょに温泉に行くなどの親睦，
水路管理，害獣駆除を主な活動としている。Ｓ集
落の農林業については，かつてはタバコ，養蚕が
おこなわれ，冬の炭焼きで生計を支えた家も多
かったが，釜石の製鉄・鉄工業が盛んになってか
らは通勤が増えたという。町内屈指の強風地帯で，
図10　Ｕ集落付近
赤線：農業集落，緑線：国調小地域
図11　Ｓ集落付近
図12　Ｎ集落付近
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農業には不向きな場所であり，地盤が固いことも
あって，加工用ダイコンやササギ，ニラが試みら
れたこともあったが，なかなか価格に結びつかず，
長続きしなかった。農業は年金生活者が自給や小
遣い稼ぎにやっている程度でいうことであった。
後継者については，一緒に暮らしている世帯は近
隣集落の中では多いほうだという。彼らに農業を
やっている人はおらず，遠野，大船渡，町内の通
勤者が多い。釜石に通う人は，鉄工業衰退後は減っ
た。世帯に後継者が複数いる場合は，長男を残し
てみな他出するという。
　３．Ｎ集落
　Ｎ集落は，町中心部の役場から約18kmの標高
260mの地点にある。集落から南東側の桧山川に
沿う傾斜地に農地が開ける（図12）。5km上流に
JR駅と仙人峠道路のICがある★8。
　国調小地域としては北隣りの集落と別にされて
いるが，この集落もＮ集落と同じく高齢人口が過
半を占める「限界集落」である。農業センサスの
農業集落としては，隣接集落と，桧山川沿いに
1.7km上った地点にある集落とともに「甲子上」
に含まれる。
　Ｎ集落の世帯・人口の推移をみると（表10），
2000年まで18世帯50人前後であったが，2005年か
ら急減し，2010年には14世帯29人となった。4人
以上世帯が2あるものの，1995年に6あった3人世
帯はなくなり，2人世帯8と1人世帯4が大半を占め
る状況となった。「夫婦と子供」世帯もわずか1で
ある。非就業者世帯の増加，15際未満人口の消滅，
後期高齢者の増加，就業人口の激減など，傾向は
他の2集落とほぼ同様である。
　農業センサスの農業集落「甲子上」の数値をみ
ると，2010年の農家数は32で，これは国調の該当
小地域の世帯数58の55％ほどである。1995年から
の減少は6戸，「販売あり」はわずか10戸，うち7
戸が稲作販売1位の農家である（表11）。経営耕
地面積は0.3 ～ 0.5ha，0.5 ～ 1.0haともに8戸，最
上層でも1 ～ 2haの2戸と，「甲子下」以上に零細
である。
　Ｎ集落に住む五葉地区公民館★9の元館長Kさん
の話によれば，この地域は鉄道駅に近いことから
戦後は釜石に通う人で賑わい，住民数も多く大き
な学校もあったが，釜石製鉄が不振になるにつれ
て住民と子どもの数が減っていったという。中埣
集落には町内会があり，寄合が開かれ，冠婚葬祭
を共同で行っている。隣の集落とともに紺野姓が
多く，他の姓の人々は外からの移住者だという。
紺野姓は4つの親族グループで構成され，集落の
自治はその本家が中心となって仕切っているとの
ことであった。
　農業ではかつては稲作，タバコ，養蚕が主で，
タバコ農家には専業農家も多かった。1965年頃ま
では，農耕と肥料用に採草地を確保した上で家畜
が飼われていた。近年は離農者が増えて，荒れ地
化した耕作放棄地をどのように活用するかが地域
問題となっている。
　以上，3集落とも，世帯数は減少に転じ，跡継
ぎ世代が流出して世帯規模も3人以上が減って，2
人および1人の世帯が多くを占めるようになって
いる。高齢人口は後期高齢者が中心となり，就業
人口の減少と非就業者世帯数の増加という傾向が
明らかで，生産に従事して生計を立てるという世
帯がもはや少数派となった。しかもこの変化は，
2005年から2010年という直近5年間に急であった。
これらの傾向が示す「世帯」や「家族」の様相か
らは，自立的・持続的とはほど遠い，まさに存立
限界の手前にあるような状況をイメージせざるを
得ない。
　こうした中で各集落の世帯は実際どのように変
様し，どのように持続していこうとするのか，あ
るいは消滅に向かうのかについて，次章で実地ヒ
アリングによって明らかにしたい。
Ⅳ．対象集落の調査結果
　本章では，2009年8月から10月にかけて3集落で
行ったヒアリング調査の結果を述べる。前章で記
したTさん，Sさん，Kさんを通して各集落の代
表者に調査の了解を得て，質問紙を配布し，1週
間後の回収の際に30分程度かけてヒアリングする
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という方法で，居住世帯の第一世代からみた家族
構成，第一世代の就業履歴，他出子を含む後継者
層の動向の状況を把握した。十分な回答が得られ
たのはＵ集落で調査時8戸のうちの6戸（75％），
Ｓ集落で13戸のうちの7戸（54％），Ｎ集落では13
戸のうちの8戸（62％）であった。
　１．Ｕ集落（表12）
　集落の8戸のうちNo.1と3は十分な情報は得られ
なかった。前章の表10でみたように2010年には2
世帯減って6世帯となったが，これはこの両家と
みられる。集落にはNo.3を本家とする同族集団が
あるが，今はその本末関係が強く意識されるよう
なことはないという★10。この本家とNo.1は，調
査時には空き家の状況にあった。
　既述のように「両向中」地区は町内では良好な
水田基盤をもつが，本集落自体は1ha以上が2戸
のみで，おしなべて零細である。しかし田の放棄
はなく，後述の2集落と比べて稲作を続ける家が
多い。
　第一世代の多くが引退高齢者である中で，会社
勤務と自家農業を兼業するNo.5のみが40・50歳代
であった。その長男は高校生で，2005年国調で15
歳未満に1と示された（表12）のは彼のことであっ
た。
　世帯員の就業の変遷については，No.4 ～ 8の5
件から聞き取ることができた。田畑の経営規模が
大きいNo.4は夫婦で農業を行い，戦前は葉タバコ
と養蚕，戦後は葉タバコ，1990年頃に年金生活に
移行して，畑地の多くを放棄して今は米と野菜を
作る。前章の統計分析やヒアリングによれば，こ
れが一定規模の耕地を持つ当地域の農家の一般的
パターンだったのだろうと推察される。
　それ以外の世帯は農業の経営規模に応じた対応
がみられる。すなわち，田畑1.2haのNo6は妻が農
業のみで夫は兼業，零細規模のNo.7はかつては乳
牛を飼養し，1960・70年代には夫婦で出稼ぎ，80
年代には帰郷して米・野菜を作り，90年代末に年
金生活に移行している。さらに小規模なNo.5と8
は会社勤務を主とする自家農業となっている。い
ずれも引退年齢になって年金生活に入ると，販
売農業を止めて自給的農業に移るのは共通する。
No.6のように1haの田を経営していても「自給」
というのは，他でのヒアリングでは，小作料と縁
表12　Ｕ集落の家族構成・就業・資産状況
36―　　―
故米にあてられるためとみられる。
　集落の行く末を左右する後継ぎ世代の動向をみ
ると，計9人中，上記の高校生以外はすべて転出
で，うち町内居住はNo.2とNo.8の2人。他出の経
緯は，結婚が2（No.4,6の長女），他は就職で，大
工が2人（No.4.8の長男）含まれる。自家農業を
分担するという事例は1件もなかった。帰郷の意
志については，町外に住む6人のうち毎週帰郷は
No.6，将来帰郷予定はNo.4の各1戸だけであった。
この両家は所有農地が1haを超え，資産状況と相
関しているが，自家農業を継ぐかどうかは不明と
のことであった。
　集落としての存続可能性という点では，週末帰
郷と長女帰郷予定が1件ずつあり，両家ともに一
定の農地基盤もあること，さらに町内勤務のNo.5
も現世代の間は存続するであろうことから，集落
の存続は当面可能といえる。しかし，2010年に既
に2世帯減り，働き手を失って農地を貸し出した
No.2と，最も零細なNo.8には，集落に残り続ける
必然性は強くないよう思われ，世帯数がさらに減
る可能性がある。さらに，現後継者世代の次の世
代への継承となると，週末帰郷の次女と町内居住
の長男2人がいずれも独身であり，彼らの世帯形
成，そしてNo.5の長男の就業動向にかかっている
といえる。
　２．Ｓ集落（表13）
　Ｓ集落は，1ha以上が4戸あり，その他の家も
30a以上の農地を，また山林は全戸が所有して，
宇南田に比べて資産状況は良好であるが，既述の
ように土地条件は農業には不適で離農へ傾く家が
多いとの声を耳にした。実際，耕作放棄地が目立
ち，特に集落最大の2ha所有のNo.7は単身世帯で，
離村を考え中戸の状況であった。
　第一世代の夫の就業変遷は，主として自給用の
米と野菜に換金用の養蚕と葉タバコ，それに炭焼
き（No.1），山仕事（No.2,3），石灰鉱山（No.5,6），
建設業（No.4），出稼ぎ（No.3,6）そして農協職
員（No.1,5）をあわせた兼業が基本であった。し
かし1990年頃に葉タバコが衰退してからは，農業
は自給用となり，販売はNo.2だけとなった。そし
てNo.1,2,3,5,6では90年代末から2000年頃に引退年
齢を迎え，年金と自給農業の生活になっている。
また彼らの妻は，自家農業のほか，ブロイラー工
表13　Ｓ集落の家族構成・就業・資産状況
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場（No.2），会社勤務（No.5）で生計を支えた。
　後継者世代の動向をみると，同居が2人（No.1, 
2），他出が9人，同居の2人はともに50代の独身で，
自家農業に主体的にはかかわっていない。
　転出後継者は，高校卒業後に就職のために転出
して，転出先で結婚している。そのうち，帰郷の
可能性ありという家はNo.2だけであり，また戻ら
ない理由を尋ねると「農業をやりたがらない」，
「娯楽施設がない」との回答が多かった。
　集落の存続可能性という点では，2戸の同居後
継者はいずれも適齢期をはるかに過ぎた独身であ
り，現世帯員のままで世帯が維持される可能性は
低い。後継者の帰郷が見込まれるのはヒアリング
時点では1戸だけで，帰郷意志なしが2戸あった。
　３．Ｎ集落（表14）
　Ｎ集落の各戸が所有する農地は他2集落よりも
零細といえ，1ha以上のNo.1,2,6と60aのNo.8に集
まっているとみることもでき，1 ～ 3ha程度の小
規模な山林もこの4戸が所有するという階層化し
た状況がみられる。これは本集落がNo.1を本家と
する同族集落で，各戸の所有地は分家の際に分与
されたという歴史が反映しているという。しかし
そのNo.1の農地も3分の2は放棄状態にある。
　Ｎ集落は気仙川最上流部にあって従前から農
業で生計を立てることは難しかった。第一世代
夫の就業変遷をみると，炭焼き（No.1,4），林業
（No.1,8）， 山 仕 事（No.1,5,6） の ほ か， 石 灰 鉱
山（No.3），製鉄・鉄工所（No.2,5,6,7）への就労
が特徴的である。これらは，釜石への鉄道通勤
の便を反映している。そして彼らの妻が，農業
（No.1,2,6,7,8），パート（No.5,6），床屋（No.3），
出稼ぎ（No.2）で家計を補助してきた。
　この間，農業の内容は，田畑と養蚕および牛馬
飼養から，葉タバコやイチゴ，そして米・野菜
のみへと変化し，それは農業収入の減少の過程
でもあった。販売しているとの回答が3件あった
が，販売額はいずれも少額で，年金を主とする自
給的農業という性格は他と同様である。林業もま
た，町に管理委託しているNo.2以外は放置状態で
表14　Ｎ集落の家族構成・就業・資産状況
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ある。
　後継者世代の動向をみると，その大半が進学や
就職のために転出し，半数は転出先で結婚してい
る。No.1の後継者は夫婦ともに公務に従事してい
るが，これは「運良く」就職先がみつかったとの
ことであった。No.6の長男は，高齢化した世帯主
に代わってUターンして自家農業を引き継ぎ，作
物の販売と工事現場での仕事が収入源となってい
る。
　後継者の帰郷予定については，No.2と7で長男
が予定ありとの回答であった。これは，長男が定
年後に帰郷して，今の第一世代と同じように年金
を収入としながら自給的農業を行う，とのことで
あった。
　つまり，No.1,2,6,7と4戸で後継者が家を継承す
ることとなり，集落は当面存続するであろう。ま
たこの4戸のうち3戸は1ha以上，1戸は60aの農地
所有があって，資産保有との相関がみられる。
　しかし，このうちNo.2と6は長男・長女とも独
身であることから，次世代まで継承され得るの
は，現時点ではNo.1と7の2世帯のみということに
なる。長男・長女が結婚しているNo.4,5も非農家
であることから帰郷の必然性は薄いとみられる。
　４．小括：後継者世代の動向と資産状況の比較
　以上の小括として，世帯存続のカギを握る各戸
の後継ぎ世代の動向について若干の集計表を作成
して，世帯の次世代への継承の可能性について検
討してみる。まず，跡継ぎ世代の居住状況を3集
落ごとに整理したのが表15である。
　同表が改めて示す後継者世代の居住状況の要点
は，同居や近在居住が少ないことと，独身者が多
いことある。すなわち，後継者世代の同居は，3
集落23世帯中のわずか5世帯（1世帯は高校生），
町内居住の子がいるのも同じく5世帯で，双方の
うち2世帯は重複していることから，同居または
町内居住の後継ぎ世代がいる世帯は8世帯という
ことになる。そして，同居子5人のうち4人，町内
居住5人のうち3人が独身者で，そのうち50代5人，
45歳1人という状況である。この状況からの同居
子および町内居住子の生家の継承は，なかなか容
易ならざる状況にあるといわなければならない。
　次に，後継ぎ世代の居住動向と，彼らの帰郷判
断の考慮要因となると思われる農地所有の規模と
をクロスさせてみたのが表16である。これをみる
と，同居および町内居住と，他出子のうち「将来
の帰郷意志あり」の件数は，明らかに所有農地
1ha以上の世帯に集まっている。
　既にみたように，Ｓ集落とＮ集落の1ha以上農
家では，耕地の半分以上が放棄地とされているけ
れども，このクラスであれば委託耕作で一定の自
家飯米の確保ができる可能性がある。遠隔地に定
職と家族をもつ他出子の多くにとっては，現時点
での帰郷意志は未定で，将来のことは不透明であ
る。しかし一定規模の農地所有は，やはり他出子
の帰郷意志を促す条件になり得るといえる。
表15　後継ぎ世代の動向
表16　所有農地と後継ぎ世代の動向との関連
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Ⅳ．まとめと考察
　１．まとめ
　本研究では，まず住田町における近年の厳しい
人口減少・高齢化の進行と地域産業の縮小・空洞
化の状況を諸統計によって確認した。同町が誇る
住田住宅関連の林産が健闘しているものの，農家
の兼業機会となってきた建設，製造，商業，サー
ビス業の就業者数は，とりわけ2000年代以降，生
活の利便性の確保にも影響しかねないような急
速な縮小を来している状況を確認した。続いて，
2000年と2010年の国勢調査の小地域単位での分析
に基づき，人口と世帯の減少率，65歳以上人口率，
そして非就業者世帯率に着目して，気仙川上流部
の3集落を調査対象として抽出した。
　次いでこの3集落の世帯規模と家族類型，人口
の少子・高齢化と就業状況，立地環境，近隣集落
とあわせた農業経営の状況，および地域の代表者
へのヒアリングによる営農と生活の実情を把握し
た。世帯規模では，4人以上世帯が急減して1・2
人世帯が多数となり，家族類型では子同居世帯は
1または2戸という例外的存在となり，年齢では15
歳未満が3集落とも0で，後期高齢者のみが増える
状況であった。そして就業人口が激減し，2つの
集落で非就業者世帯が過半を占める状況となっ
た。また，農業ではいずれも小規模で上流側の集
落ほどより零細になり，「販売あり」農家も全農
家の3分の1という少数派となり，その営農形態も
稲作単一経営のみが残存する状況がみてとれた。
また代表者へのヒアリングでは，かつて盛んだっ
た養蚕，葉タバコ，イチゴ，盛んだった釜石の鉄
工業への通勤が語られた。
　以上を予備知識として，3集落の世帯に対して
世帯員の就業変遷と他出子の状況を中心とするヒ
アリングを行った。多くは引退年齢にある現世帯
主は，戦後期から高度経済成長期，その後の低成
長期を通して家族を支えてきた世代であり，かつ
ては葉タバコや養蚕を軸とした自家農業と，町内
外での兼業就業を経験し，1990年から2000年頃に
引退年齢となって年金生活に移行した。
　そして，世帯維持のカギを握る後継ぎ世代の動
向は，多くが他出して遠隔地の就業先に家族をも
ち，少ない同居および町内居住者も，40・50代の
独身者が5件中4件の過半を占める状況が把握され
た。他出した後継ぎ世代の帰郷の可能性について
は，帰郷予定者が僅少であること，帰郷予定者は
1ha以上の農地を所有する農家層に集まる傾向に
あることが明らかとなった。
　２．考察：世帯と集落の存続条件
　1）世帯維持の条件
　以上の知見をふまえると，地方中山間地域の世
帯をとりまく状況は，次の図13で捉えておくと
考えやすい。この図は，大多数が高齢者である世
帯主の住む自宅を中心に，本人と家族の行動ある
いは関係圏を「近隣」，「生活圏」，「生活圏外」に
3分し，物理距離と支援や交流といった関係の強
さを線の形状と太さに反映させてモデル図にした
ものである。
　世帯の維持にかかわる条件には，この図に含ま
れる生活・生業の基盤と生活の質を左右するアメ
ニティー機能，そして社会関係や「思い」といっ
た無形のものにも求められることになる。その中
で生計を支えるのは，自宅の生業基盤と通勤圏内
における就業機会といえる。本研究でみてきた住
田町の例では，この両方とも明るい展望は見通せ
ない。生活圏内での経済的自立は，自治体の政策
としては常に追及されなければならない課題であ
るが，現状では容易でない。そこで1つのカギを
握るのは，生活圏外で暮らす他出後継者世代とい
うことになる。
図13　山間世帯の関係圏
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　2）他出後継者世代の動向
　集落の存続という場合，一定の範囲に集住する
複数の世帯が現在の世帯主世代からその子供の跡
継ぎ世代に継承されていくことと考えると，跡継
ぎ世代が同居している世帯と「帰郷意志あり」と
いう世帯が3集落のいずでも2 ～ 4世帯みられるの
で，集落は少なくとも次世代までは維持される可
能性があるといえる。しかし，同居跡継ぎの5人
中4人が独身であることを考えると，その先には
集落存続が危うくなる状況が見通せる。
　そうなると，他出した後継者世代の帰郷が世
帯継承のカギを握るといえるが，その意志は現
時点では不明という場合が多い。しかし，帰郷
判断の大きな条件となり得る所有農地の規模か
らみると，1ha以上の農地を所有して既婚後継ぎ
が存在するＵ集落の2戸（No.4,6），Ｓ集落の3戸
（No.1,4,6），Ｎ集落の3戸（No.1,2,6）には帰郷の
可能性があるといえる。しかしその多くは現職を
引退した後の「隠居地」，あるいは「定年帰農」
地としての帰還となる可能性である。そしてそれ
は，彼らが生まれ育った家としての深い記憶を前
提として，代替し得ない場所として選ばれるもの
である。
　そういう点からすると，他出した後継者世代の
引退による帰郷・継承も，彼らの世代だけで終わ
る可能性が大きいのではないか。彼らの次の世
代，つまり現世帯主の孫世代に継承されるかどう
かは，どれだけ孫世代にその親の生誕地への思い
を刻みこめるかにかかっているのではないだろう
か。
　3）集落維持･継承の属人視点と属地視点
　こうした継承は，親から子，子から孫へと故郷
への思いをつなぐ「属人」あるいは「属家族」の
視点からみた集落継承の条件といえるが，一方，
現代の山間集落が，農林業の衰退と地元兼業機会
の空洞化によって生計維持が困難になり，隠居地
としての役割しか残されていないとすれば，むし
ろ都会の喧騒から離れて隠居や定年帰農を求める
人々を誘致し，「人」は代わっても「場所」を持
続させるという戦略があるかもしれない。これは
「属地」視点からの集落の継承といえる。北上山
地の立地と土地条件は，温暖地や都市近郊に比べ
て厳しいけれども，既にIターン者や定年帰農者
を集落再生につなげている先行事例やその問題
点に学びながら★11，地域の環境を逆手にとって，
農林業の振興とは観点を変えた「隠居地」として
のアメニティーを高める方策を追求してみること
が必要ではないかと考える。
　4）課題
　残された課題は多い。特に，集落を構成する世
帯が数世帯になったとき，そしてその「世帯」が
単身者の世帯であるようなとき，それは「集落」
と呼ぶに足る内実を持ちうるかが問われなければ
ならない。この場合は，1集落の問題から数集落
を含めた近隣地区でのまとまりを考慮する必要が
生まれよう。本論の調査の時点ではどのような実
態であったかについては，共同行事等の論じるに
足る調査はなしえなかった。この点については他
日を期したい。
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＜注＞
★1：例えば関戸･羽鳥（1996），佐久間（1999），新
沼（2009）
★2：老人比率と年金依存率が高く，農業基盤が脆弱
で，人口の再生産は活発でないような社会
★3：住田型農業，住田型林業については，同町web
の「地域経営に関する研究レポート」pageに紹介
があるほか，大田原（1977），岡田（1987）に紹介
されている。
★4：岩手日報2011年2月8日の記事には，「1960 ～ 70
年代，コメやイチゴ，ワサビ，葉タバコ，畜産な
どを組み合わせた多角経営が盛んだった。平地か
ら傾斜地，山際まで多彩な表情を持つ中山間地の
特徴を生かして適地適作を徹底，狭い農地から高
い所得を生み出した。だが，各地から訪れた視察
団がノウハウを持ち帰り，はるかに条件のいい土
地で大規模な多角経営を開始。その結果，住田型
農業は価格競争に巻き込まれて敗北した」と記さ
れている。
★5：後述の実地ヒアリングの際，住田町内では商品
の値段が高いため，買物は遠野に行くことが日常
的で，赤羽根峠の改良と近年の遠野市内への大型
スーパーの進出が影響しているという。道路改良
が「吸い出し効果」を招く結果となっている。
★6：津付ダムの震災前までの経過は次のwebsiteに
詳しい：http://www.pref.iwate.jp/~hp4580/damu_
ayumi/index.html。大震災によって下線部の陸前
高田市街地が壊滅して高台移転と嵩上げによる復
興が計画されたことを受けて，2013年8月，ダム建
設は中止となった。
★7：次章冒頭で述べたように，Ｕ集落の戸数は2009
年夏時点まで8戸であり，世帯数の減少はその後
2010年10月の国勢調査時までの約1年の間に生じた
ことになる。
★8：JR上有住駅から見上げる山腹斜面に仙人峠道路
のICがある。駅前には鍾乳洞「滝観洞」の入口が
あるが，商業施設はなく，人家もない。
★9：住田町には公民館が22あり，うち5つが地区公
民館，それ以外が自治公民館と呼ばれる。上有住
では，Ｎ集落と旧村中心部に地区公民館が，Ｓ集
落など5箇所に自治公民館がある。各公民館は，集
落や行政区の寄り合いなどの自治活動の拠点とし
て，3日に1回以上は使用されているという。
★10：調査対象世帯の本分家関係は把握してあるが，
就業状況や後継者の他出状況と関連しているよう
にはみられず，本論の考察には不要な情報と判断
し，表12 ～ 14には示していない。
★11：最近では「週刊農林」2013年8月号と9月号，「季
刊地域」2010年8月号，「公庫月報」2007年8月号，「月
刊JA」2007年1月号に各地の事例や問題点が特集
がある。美山町，
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